
業績目標１－３－３ 
 
 
 
 

業績目標の内容及び

目標設定の考え方 

国税における不服申立制度は、簡易・迅速かつ公正な手続により、納税者の正当な

権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運営を確保することを目的とするもの

であり、税務行政の適正な執行を担保する上で重要な役割を果たしています。納税者

の理解と信頼を得るよう、不服申立ての適正・迅速な処理を目指すとともに、より利

用しやすい環境の整備を図ります。 
 

上記の「業績目標」を達成するための「施策」 

 
業 1-3-3-1：不服申立ての適正・迅速な処理 

業 1-3-3-2：裁決事例の公表の充実 
 

関連する内閣の基本方針等  該当なし 

 

施策 業1-3-3-1：不服申立ての適正・迅速な処理 

取組内容 

国税の更正・決定などの課税処分や差押えなどの滞納処分等があった場合、その処分に不服の

ある納税者は、その処分の取消しや変更を求めて、これらの処分を行った税務署長等に対する「再

調査の請求」と国税不服審判所長に対する「審査請求」を選択して行うことができます。 

また、再調査の請求を選択した場合でも税務署長等の決定を経た後の処分になお不服があると

きは、審査請求を行うことができます。 

これらの不服申立てを適正・迅速に処理するために、次のとおり取り組みます。 

 

１．再調査の請求 

（省略） 

２．審査請求 

国税不服審判所は、事件処理においては、審査請求人と処分を行った税務署長等の双方から

事実関係や主張を聴き、争点を明らかにした上、自ら調査を行って、公正な第三者的立場で審

理し、裁決を適正・迅速に行います。このため、審査請求人に早期に審理の手続を説明し、審

査請求人と処分を行った税務署長等の双方へ「争点の確認表」や「審理の状況・予定表」を交

付するなどにより、審理手続の透明性の確保を図ります。 

また、弁護士等の民間専門家の高度な専門知識や実務経験を生かすことによる審理の中立

性・公正性を一層高めるため、引き続き、事件を担当する国税審判官の半数程度（50名程度）

が民間専門家となるよう、国税審判官の外部登用を図ります。 

定量的な測定指標 

  

[主要] 
業1-3-3-1-A-2：「審査
請求」の１年以内の処
理件数割合 

（単位：％）    

会計年度 平成26年度 27年度 28年度 29年度 30年度目標値 

目標値 95 95 95 95 95 

実績値 92.2 92.4 98.3 99.2  

（出所）国税不服審判所調 

（注）平成29年度以降の処理件数割合は、相互協議事案や公訴関連事案など、審理を留保すべき事由が生じた事案の留

保期間等を除いて算定しています。 

 

（目標値の設定の根拠） 

審査請求に関する処理が迅速に行われているかを測定するため、１年以内の処理件数割合を指標と

して設定しています。目標値は、適正な事務処理水準を維持する観点及び過去の実績値を踏まえ、平

成29事務年度の目標値を引き続き設定しました。 

○ 業績目標 1-3-3: 不服申立てへの取組 

不服申立てに適正・迅速に対応し、納税者の正当な権利利益の救済を図ります。 
 



○参考指標２「審査請求の状況」 

○参考指標３「訴訟の状況」 

      

施策 業1-3-3-2：裁決事例の公表の充実 

取組内容 

国税不服審判所においては、適正な申告と納税のため有用であると考えられる事例や適正な賦

課・徴収の実現に資すると考えられる事例について、審査請求人等の秘密保持にも十分配慮しな

がら、国税不服審判所ホームページ(http://www.kfs.go.jp)に掲載・公表しています。 

平成30事務年度においても、有用性のある裁決事例を国税不服審判所ホームページに掲載・公

表するとともに、参考判例を付記するなど、公表事例がより有用なものとなるように取り組みま

す。 

定性的な測定指標 

 

 

[主要] 業1-3-3-2-B-1：裁決事例の公表の充実 

（平成30事務年度目標） 

裁決事例の公表の充実のため、有用性のある裁決事例を国税不服審判所ホームページに掲載・公表

するとともに、参考判例の付記などに取り組みます。 

（目標設定の根拠） 

裁決事例の公表の充実に取り組むことは、納税者の正当な権利利益の救済を図ること及び税務行政

の適正な運営の確保のために重要であることから目標として設定しています。 

○参考指標１「国税不服審判所ホームページへのアクセス件数」 
 

今回廃止した測定指標とその理由 

 平成28年４月に改正不服申立制度が施行され、これまで、その制度内容について、国税庁や国税不服審判

所の各ホームページにおける広報や税理士会等の研修会等への講師派遣を行うほか、不服申立人に対しては

パンフレットを用いるなどして適切かつ丁寧に説明するなど、その定着に向けて取り組んだ結果、定着が図

られたと考えられることから、施策「業1-3-3-3:改正不服申立制度の定着に向けた取組」は廃止しました。 

また、施策の廃止に伴い、当該施策に設定していた測定指標「業1-3-3-3-B-1：改正不服申立制度の定着に

向けた取組」を廃止します。 

参考指標  参考指標は、施策ごとに関係する測定指標と併せて記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 


